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下水道事業に関する最近の話題
脱炭素社会への貢献を中心として



本日の内容

１．脱炭素社会への下水道の貢献

・下水道をめぐる脱炭素の動き
 カーボンニュートラルに関する動向

 下水道分野の現状とポテンシャル

 国関連組織の検討、取組

 市町村、コンサルタントにおける脱炭素の取組

 脱炭素社会への取組；具体事例

２．その他

・DX



カーボンニュートラルに関する動向

出典：下水道政策研究委員会 第1回脱炭素社会への貢献のあり方検討小委員会 資料



カーボンニュートラルに関する動向

出典：下水道技術研究発表会資料「下水道行政の最近の動向について」（令和4年７月19日 国土交通省）をもとに加工

地球温暖化対策計画（令和3年閣議決定）において、2030年度
までに208万t-CO2の削減（対2013年度比）を見込んでいる。

①下水汚泥のエネルギー化（創エネ）
▲約70万t-CO2

②再エネ利用の拡大 ▲約 1万t-CO2

③汚泥焼却の高度化 ▲約78万t-CO2

④省エネの促進 ▲約60万t-CO2

我が国の下水道における地球温暖化対策の目標



カーボンニュートラルに関する動向

我が国の下水道における地球温暖化対策の目標

出典：下水道政策研究委員会 第1回脱炭素社会への貢献のあり方検討小委員会 資料 を基に加工



カーボンニュートラルに関する動向

我が国の下水道における地球温暖化対策の目標の考え方

出典：下水道政策研究委員会 第1回脱炭素社会への貢献のあり方検討小委員会 資料 を基に加工



カーボンニュートラルに関する動向

出典：下水道政策研究委員会 第1回脱炭素社会への貢献のあり方検討小委員会 資料 を基に加工

カーボンニュートラルに向けた国の動き

R3.10.22閣議決定

R3.12.27

➡R4.4.26に26件を選定
（102地方公共団体79件のうち）

北海道では、2町が選定
上士幌町、鹿追町



下水道分野の現状とポテンシャル

出典：下水道政策研究委員会 脱炭素社会への貢献のあり方検討小委員会 参考資料



下水道分野の現状とポテンシャル

出典：下水道政策研究委員会 脱炭素社会への貢献のあり方検討小委員会 参考資料

※１：平成30年度下水道統計、資源有効利用調査より国交省作成
※２：令和元年度資源有効利用調査より国交省作成



下水道分野の現状とポテンシャル

出典：下水道政策研究委員会 脱炭素社会への貢献のあり方検討小委員会 参考資料

※１：2018年度下水道統計(下水道協会）より国交省作成
※２：国土交通省作成（「下水道財政の概況」）資料より、維持管理費における動力費



下水道分野の現状とポテンシャル

出典：下水道政策研究委員会 脱炭素社会への貢献のあり方検討小委員会 参考資料

N2O排出量

■CH4 ■N2O

※１：2018年度下水道統計（下水道協会）より国交省作成
※２：令和元年度資源有効利用調査より国交省作成



下水道分野の現状とポテンシャル

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

0.1 1.0 10.0 100.0 1,000.0

電
力

使
用

量
原

単
位
（

kW
h
/㎥

）

日平均処理水量(千㎥/日)

オキシデーションディッチ法

循環式硝化脱窒法

嫌気無酸素好気法

ステップ流入式多段硝化脱窒法

嫌気好気活性汚泥法

標準活性汚泥法

➣全国の下水処理場の電力使用量
データを規模別・処理方式別に
整理し、標準値やベンチマーク
目標水準等を把握。

➣類似する規模・処理方式の処理
場と比較することにより、対象
処理場の現在のポジショニング
を分析。

全国の下水処理場の水処理方式別電力使用量原単位
※水処理施設以外の電力使用量を含む。

■過年度実績及び現状の整理・分析・評価

現状の分析・評価及び課題整理

出典：「下水道における脱炭素化に向けたアプローチ手法」（下水道展’22東京 併催企画 株式会社日水コン）

令和元年度版
下水道統計を用いて
日水コン作成



下水道分野の現状とポテンシャル

北海道の下水処理場の水処理方式別電力使用量原単位
※水処理施設以外の電力使用量を含む。

■過年度実績及び現状の整理・分析・評価

現状の分析・評価及び課題整理（北海道）

令和元年度版
下水道統計を用いて
日水コン作成



下水道分野の現状とポテンシャル

北海道では、

➣日平均処理水量 1万ｍ3/日以下
の処理場が多数

➣同じ処理方式で類似規模の
処理場と比較すると、
現在のポジショニングが明らか
→検討の余地も可視化される

北海道の下水処理場の水処理方式別電力使用量原単位
※水処理施設以外の電力使用量を含む。

■過年度実績及び現状の整理・分析・評価

現状の分析・評価及び課題整理（北海道）
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令和元年度版
下水道統計を用いて
日水コン作成



国関連組織の検討、取組

出典：下水道政策研究委員会 脱炭素社会への貢献のあり方検討小委員会 参考資料



出典：下水道政策研究委員会 脱炭素社会への貢献のあり方検討小委員会 参考資料

国関連組織の検討、取組



出典：下水道協会資料をもとに一部加工

※環境省、農水省とも連携
環境省；「新たな地域の創造」のほか、カーボンニュートラルに向けて各支援メニューを公開（脱炭素ポータル）
農水省；「みどりの食料システム戦略」で下水汚泥の農業利用等について言及

国関連組織の検討、取組



2050年以降は
掲載なし

5つの施策別に整理

出典：脱炭素社会への貢献のあり方検討小委員会参考資料 https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/mizukokudo_sewerage_tk_000734.html

国関連組織の検討、取組



●下水道施設自体の省エネ、創エネ、再エネ化 ＋ 多様な主体との連携を促進
➡下水道が有するポテンシャルの最大活用
➡地域の活性化・強靭化等
➡地域内外・分野連携の拡大・徹底

●目指すべき姿は、「グリーンイノベーション下水道」

●施策展開の5つの視点

①ポテンシャル・取組の見える化 ②戦略的な脱炭素化 ③イノベーションへの挑戦
④多様な主体との連携 ⑤デジタル技術の活用

●目標実現に向け強化すべき施策（見せる、繋げる、活かす）

1.地域の活性化・強靭化に貢献する循環システムの構築
2.効率的なエネルギー利用と良好な水質確保との両立
3.取組の加速化・連携拡大に向けた環境整備
4.脱炭素化を支えるシステム・技術のイノベーション
5.本邦技術の競争力強化と戦略的な国際展開

●取り組みロードマップの提示
2030年までに取り組みを進めつつも2050年までの実装を目指す

実現のための3つの方針

国関連組織の検討、取組



報告書概要(1)

出典：脱炭素社会への貢献のあり方検討小委員会報告書 https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/mizukokudo_sewerage_tk_000734.html

国関連組織の検討、取組
国交省下水道政策委員会小委員会 「脱炭素社会への貢献のあり方小委員会」の報告書



報告書概要（2）

出典：脱炭素社会への貢献のあり方検討小委員会報告書 https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/mizukokudo_sewerage_tk_000734.html

国関連組織の検討、取組
国交省下水道政策委員会小委員会 「脱炭素社会への貢献のあり方小委員会」の報告書



国関連組織の検討、取組（全国調査）

出典：下水道政策研究委員会 脱炭素社会への貢献のあり方検討小委員会 参考資料

計画へ
様々な施策
を位置付け
その効果を
明示すべき



国関連組織の検討、取組（全国調査）

国交省、日本下水道協会による地方公共団体を対象とした
2021年ヒアリング調査

下水道施策における課題

・地方公共団体の規模によらず
地方事業経営（財政不足）、人材育成（人材不足）、
CO2削減に関する課題を抱えているところが多い。

・CO2削減に関する課題の内容として、「情報不足」
をあてた団体の割合が圧倒的に多い。
（これも地方公共団体の規模によらない。）

何に対する
情報が不足しているか？



下水道における脱炭素化に関する調査検討の手順

出典：「下水道における地球温暖化対策マニュアル」（平成28年3月）環境省・国土交通省

市町村、コンサルタントにおける脱炭素社会への取組

下水道温暖化対策推進計画策定の基本フロー



下水道における脱炭素化に関する調査検討の手順

市町村、コンサルタントにおける脱炭素社会への取組

下水道における脱炭素化に関する調査検討フロー（案）

出典：「下水道における脱炭素化に向けたアプローチ手法」（下水道展’22東京 併催企画 株式会社日水コン）

過年度実績及び現状の整理・分析・評価

技術動向調査

目標の設定

温室効果ガス排出抑制対策の検討

目標達成の確認

計画の実施・点検・評価

脱炭素化に関する計画の策定

YES

NO

自然体（現状趨勢）ケースの排出量の推計

削減ポテンシャルの検討

省・創・再エネ対策の実施優先順位の検討

省・創・再エネ対策の選定及び導入可能性検討

省・創・再エネ対策の効果算定

過年度及び現状の温室効果ガス排出量の算定

省・創・再エネ対策実施状況の整理

現状の分析・評価及び課題整理

事業実施ロードマップの作成

事業実施上の課題・留意点の整理

START

※環境省・国土交通省「下水道における地球温暖化対策マニュアル」(平成28年3月)の「下水道温暖化対策推進計画策定の基本フロー」をアレンジ。



処理水量規模と処理場数と電力使用量
及び処理水量の累積曲線

■目標の設定

長期目標に対する調査検討アプローチ(案)（小規模処理場の捉え方）

➣日平均処理水量10千㎥/日以下の小
規模処理場は、全国の下水処理場数
のおよそ3/4を占める。

➣処理水量は全体の1割にも満たない
が、電力使用量は2割を超える。
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26出典：「下水道における脱炭素化に向けたアプローチ手法」（下水道展’22東京 併催企画 株式会社日水コン）

令和元年度版
下水道統計を
用いて
日水コン作成

市町村、コンサルタントにおける脱炭素社会への取組



市町村、コンサルタントにおける脱炭素社会への取組

下水処理場におけるエネルギー消費分析、省エネルギー対策の実施支援事業の活用

下水処理場におけるエネルギー消費分析、省エネルギー対策の実施支援を行うことで、
下水道分野における脱炭素化を促進させる事業

派遣されたアドバイザーが

省エネ診断を実施し、対策検討を支援



市町村、コンサルタントにおける脱炭素社会への取組

省エネ診断の現状把握の例

出典：改築・更新における省エネ機器の適切な導入のための計画・設計に関する技術資料（公益財団法人 日本下水道新技術機構）



市町村、コンサルタントにおける脱炭素社会への取組

出典：改築・更新における省エネ機器の適切な導入のための計画・設計に関する技術資料（公益財団法人 日本下水道新技術機構）

省エネ診断の現状把握の例

派遣されたアドバイザーが電力計を
取り付け、３～７日程度データを取る
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市町村、コンサルタントにおける脱炭素社会への取組

省エネ診断の現状把握の例

出典：改築・更新における省エネ機器の適切な導入のための計画・設計に関する技術資料（公益財団法人 日本下水道新技術機構）



市町村、コンサルタントにおける脱炭素社会への取組

送水ポンプの運転改善の例



脱炭素社会への取組；具体事例

BISTO下水道

出典：下水汚泥の緑農地利用拡大に向けた実態調査に対する一考察～廃止されたコンポスト施設と成功地域の比較分析と考察～
下水道展‘22東京 併設企画 資料

・下水道資源（再生水、汚泥肥料、熱・二酸化炭素等）を農作物の栽培等に
有効利用し、農業等の生産性向上に貢献する取組
・国土交通省及と日本下水道協会で発足
・下水道資源の安全性や効果の分析・周知や農業関係者との連携促進等

※BISTRO下水道推進戦略チーム
平成25年8月より、国土交通省と日本下水道協会、下水道広報プラット

フォーム（GKP）が事務局となり、地方公共団体等のネットワークとなる
「BISTRO下水道推進戦略チーム」として、下水道資源の農業利用の取組推
進を行っている。



脱炭素社会への取組；具体事例

出典：「循環のみち下水道賞」グランプリ 国土交通省 より一部加工

他の事業主体との物質循環（恵庭市）

下水処理場から
焼却施設へ

生ごみ・し尿処
理施設から
下水処理場へ

下水処理場から
系外へ



脱炭素社会への取組；具体事例

BISTO下水道

出典：下水汚泥の緑農地利用拡大に向けた実態調査に対する一考察～廃止されたコンポスト施設と成功地域の比較分析と考察～
下水道展‘22東京 併設企画 資料より

逆に、成功要因は以下の4つ。



脱炭素社会への取組；具体事例

BISTO下水道

出典：BISTRO下水道（パンフレット）をもとに加工

十勝ビストロ下水道
プロジェクト

NEW



参考資料；

出典：脱炭素社会への貢献のあり方検討小委員会参考資料 https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/mizukokudo_sewerage_tk_000734.html



参考資料；

出典：脱炭素社会への貢献のあり方検討小委員会参考資料 https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/mizukokudo_sewerage_tk_000734.html



２．その他

• DX技術に関する情報

出典：下水道技術研究発表会資料「下水道行政の最近の動向について」（令和4年７月19日 国土交通省）



２．その他

• DX技術に関する情報

出典；https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001488889.pdf



２．その他

• DX技術に関する情報

出典；下水道展‘2022東京 https://www.jswa.jp/digital‐transformation/page‐21757/ict‐tech‐seminar‐presentation/



ご清聴ありがとうございました。



国関連組織の検討、取組；参考資料
「地球の限界（プラネタリー・バウンダリー）」

プラネタリー・バウンダリーとは

人間の活動が地球システムに及ぼす
影響を客観的に評価する方法の一つ



参考資料

出典：脱炭素社会への変革期の下水道（2022.｡5.18）全国上下水道コンサルタント協会関東支部設立50周年記念講演（花木啓祐氏）


